
令和８年７月３０日 

公立学校施設の体育館等の空調（冷房）設備の設置状況について 

１．調査内容 

（１）調査対象：全国の公立学校施設※１

（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学校、特別支援学校） 

※１義務教育学校の前期課程は小学校、後期課程は中学校に、中等教育学校の前期課程は中学校、 

後期課程は高等学校に、幼保連携型認定こども園は幼稚園にそれぞれ含む 

（２）調査項目：

幼稚園、小学校、特別支援学校においては「体育館」、中学校、高等学校において

は「体育館・武道場」の空調(冷房)設備の設置状況

（３）調査時点：令和８年５月１日現在

２．調査結果の概要 

公立小中学校の体育館等の空調（冷房）設備設置率は、31.7％（前回※２22.7％、9.0％増）

となりました。また、避難所指定校における空調（冷房）設備設置率は、33.1％（前回 23.7％、

9.4％増）と着実な進捗が見られました。 

※２前回調査：令和７年５月時点

３．今後の対応 

  令和７年６月に閣議決定した「第 1次国土強靱化実施中期計画」では、避難所等にも

なる公立小中学校の体育館等の空調設備の設置率については、令和 17年度までに 100％

にする目標を掲げているところです。 

今後も、各地方公共団体が児童生徒や教職員の安全・安心の確保のために計画的に空

調設備の整備が進むよう、必要な経費の確保に努めるとともに、各地方公共団体からの

相談に応じて技術的な支援などを行ってまいります。 

文部科学省では、公立学校施設の体育館等の空調（冷房）設備の設置状況について、 

このたび、令和８年５月時点の状況をとりまとめましたので公表します。 

問合せ先 

【本調査の内容に関すること】 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課調査係 

  課長補佐 藤井 淳志（内線 2461）  

調査係長 門岡 真紀（内線 2051） 

電話：03-5253-4111（代表） 03-6734-2051（直通） 
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屋内運動場の空調設備整備事業 

（学校施設環境改善交付金） 

 １．趣旨 

子供たちの学習・生活の場であるとともに、災害時には避難所として活用

される学校施設の避難所機能を強化し、耐災害性の向上を図る観点から、避

難所となる全国の学校体育館等への空調整備を加速する。 

 ２．算定割合 

１／２ 

対象工事費 下限額 ４００万円 上限額 １．１億円（EHP の場合） 

１．４億円（GHP の場合） 

 ３．対象校  

公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校 

 ４．工事内容 

・冷暖房設備の設置工事（工事を伴う新設）

・冷暖房設備の設置と併せて実施する断熱性確保のための工事

※冷暖房設備の設置工事を本事業で実施する場合、

設置工事と別の年度に実施する断熱性確保のための工事も対象とする。

・上記の関連工事

※ただし、資産が形成されないリース契約による空調設置は対象外。

※関連工事の例は以下のとおり。

・配管の新設・撤去・再配置・更新工事

・キュービクルの設置・更新など電源確保のための工事

・床下、壁、屋根等の断熱・遮熱化工事に伴う内外装の撤去・再設置・更新工事

・建具の改修工事 等

５．補助要件  

・避難所に指定されている学校であること。

・断熱性が確保されること。

※対象施設において断熱性が確保されていない場合、断熱性確保のための

工事を空調設置工事と併せて実施するもの及び別の年度（令和 15 年度

まで）に実施するものを含む。

６．補助時限  

令和 15 年度まで 

【参考資料】
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